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平成 29 年度決算に対する各会派の意見

真　政　会

古河維新の会

政研・市民ベースの会

古河市公明党

市政同志会

会派に属さない議員

　平成29年度決算においては、市長公約の新

市建設計画の着実な進展に向けて、新駅の再

基礎調査や仁連地区新産業用地の整備等が行

われた。今後も的確な財源確保に努め、対話

と行動を基本姿勢に、市民満足度の高い行政

サービスの展開を期待する。

　昨年 9 月に発注した水道管布設替工事につ

いて規定違反があったとして、現在、住民監

査請求の手続きがなされている。平成29年度

水道事業会計決算の中には当該工事の前払い

金の支出が含まれており、適正に執行したと

は言い難く、当会派としては認定できない。

　執行過程にトップおよび組織のマネジメン

ト力の課題が残り、まちづくりの短期・中期

ビジョンの早期策定とプロセス作成等、政策

能力の向上が求められる。特に市役所組織は、

常に市民ニーズの共有や意思疎通を図り、行

政サービスを進めるべきである。

　平成29年度一般会計の実質収支は約14億円

の黒字である。今後も経済の活性化を図りつ

つ、自主財源確保に向けて各産業の振興に取り

組み、財政基盤の強化を期待する。また、近年

のさまざまな自然災害に対応した防災・減災対

策のさらなる体制づくりの強化を望む。

　少子化対策の一つとして、古河市内で365

日24時間対応可能な小児救急医療の体制づく

りが課題である。子育て支援や定住促進を図

るためにも、医師確保と併せて、医療機関へ

の積極的な働きかけを行うなど、市民ニーズ

に沿った施策展開を望む。

　平成29年度決算は、とねミドリ館駐車場の

借地料、仁連地区新産業用地開発、水道工事

の規定違反があり賛成できない。

　国保特別会計においてジェネリック医薬品

の使用促進 、特定健診受診率の向上により法

定外繰入金を減額できたことは称賛に値する。

　人生100年時代が声高に叫ばれ、介護保険

や医療費は10年後に危機的状況を迎える。特

別会計の先を見据えた行政手腕が問われる。

黒川　輝男　　　鈴木　　隆

園部　増治　　　赤坂　育男

増田　　悟　　　倉持　健一

山腰　　進　　　稲葉　貴大

並木　　寛　　　生沼　　繁

大島　信夫　　　秋山　政明

阿久津佳子　　　長浜　音一

渡辺　松男　　　高橋　秀彰

佐藤　　稔　　　靏見久美子

渡邊　澄夫　　　小森谷英雄

佐藤　　泉　　

秋庭　　繁

落合　康之

四本　博文
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12 名の議員が市政を問う第 3回定例会　一般質問

問　下水道事業においては循環
型システムへの転換が求められ
ている。国土交通省は堆肥化事
業を主導しており、先進事例と
して佐賀県佐賀市では、汚泥処
理費用を半減することができ、
また安価で購入できる肥料は農
業者や多くの市民に利用され、
成功を収めている。実現に向け
て、事業手法も含めた市の課題
と今後の計画について問う。

問　平成27年 9月の関東・東北
豪雨では、市内の何本もの道路
が冠水し通行不能となり、交通
渋滞が生じた。特に国道 125 号
東諸川の西仁連川橋の所は、台
風や豪雨時に何度も冠水し、通
行不能となる。そこで、県や国
への要望、市の対策を伺う。

答（都市建設部長）新たに整備
する幹線道路は、冠水しないよ

答（上下水道部長）下水汚泥が
肥料として再生されるよう努め
ることは下水道管理者の責務と
認識している。肥料化の事業化
を進める手法としてはＰＦＩ方
式があり、その中でも幾つかの
方式がある。事業手法、業者選
定、販売ルートをどのようにす
るか等、課題の解決が必要であ
る。また、平成 33 年度までに、
汚水処理の事業運営に係る広域
化、共同化計画の策定をするよ
う進めている。

う計画、整備し、既存幹線道路
についても災害時に通行確保で
きるよう対策等を検討する。具
体的な路線として、市道では筑
西幹線道路、十間通りを災害時
に通行可能な道路として計画す
る。また、国および県へ、国道
125 号、県道つくば古河線の整
備要望を行っていく。

問　年間 6万円の功労報償金を
廃止し、消防団員への支援とし
て装備品を支給するとのことだ
が、どんな装備品か。また、以
前の市長答弁で、消防団員の確
保が厳しい状況を踏まえ、団員
や家族が割り引きを受けられる
消防団員応援の店等、優遇制度

問　生き残りをかけた都市間競
争に勝ち抜くためには、各部署
が目標や取り組み手法などを共
有し、市内外に向けた、組織全
体で体系化した戦略性や統一性
のあるシティーセールスが効果
的である。ベースとなるプラン
の策定が必要と考えるが、所見
を伺う。

答（市長）あらゆる手段、機会
を活用し、古河市の魅力を市内
外へ発信することで、今後もシ
ティーセールスを行っていきた
い。また、プランの策定につい
ては、先進地の例を検討しなが
ら、今後取り組んでいきたい。

も推進していくとのことだった
が、その後の推進状況を伺う。

答（生活安全部長）平成29年度
に全消防団員に新たにヘッドラ
イト、ゴーグル、救命胴衣、ま
た、全分団に対しては例年支給
予定数の倍の消火用ホース 4本
を支給した。また、古河市消防
団員応援の店について、実施要
綱の精査や店舗の募集等、導入
に向け鋭意作業を進めている。

≪その他の質問≫
・消防自動車について

鈴木　隆　議員

増田　悟　議員

下水道事業の将来計画について

災害対策について

消防団について

シティーセールスプランについて
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問　高齢者の就業確保や生きが
いづくりの一翼を担う古河市シ
ルバー人材センターは、公益社
団法人であり収支相償が適用さ
れ、第 1四半期に資金不足に陥
ることから、その支援として平
成23年度から古河市より事業運
用資金の貸付を受けてきた。今
年度も 3,000 万円の貸付金が議
会で議決されたが、保留にした
ことについて、①保留を伝えな
かった理由②貸付金の保留によ

問　3月に起きた東京都目黒区
の 5歳児虐待死をきっかけとし、
国では早いスピードで再発防止
に向けた話し合いが行われてい
る。市においても 2009 年に児童
虐待の末、子どもが意識不明の
重体となる事件が発生している。
　同じような事件が二度と起き
ないためにも、市の児童虐待に
ついて①児童虐待の現状として、
近年の相談件数の推移と被虐待
児の年齢、情報経路について②

り 4月分の配分金支払いに支障
が出たが相談に応じなかった理
由③就業機会確保事業費補助金
の交付時期を変更した理由、以
上 3項目について問う。

答（副市長）以前からシルバー
人材センターの 4月、5 月の資
金繰りは厳しく、社団法人は社
会的信用度が低いため、金融機
関からの借り入れが難しい状況
であった。そこで平成 22年度に
要綱を作成し、23年度から市が
貸付を行った経緯がある。平成
26年から社会的信用度も高い公
益社団法人に移行となり、まず
は自助努力で金融機関から借り
入れをするのが本来の望ましい
形と思っている。
答（健康福祉部長）①事業運用
資金貸付金の請求に関する市の

原因と課題として、どのように
課題を認識しているか③対策と
効果として、現在取り組んでい
る打ち手について④今後、行政
として何ができるのか、以上 4
点について問う。

答（健康福祉部長）①新規の児
童虐待相談受け付け件数は平成
27年から29年までの3カ年の間、
40 件台から 70 件台で推移して
いる。また年齢別では、平成 29
年度の新規受け付け件数 44 件
のうち、0歳から未就学児が 21
件と特に多く、次いで小学生が
18件、中学生が 4件、高校生が

方針を決定するのに時間を要し
た。②シルバー人材センターの
担当職員より 4月分の資金繰り
は見通しがつき、5 月分の資金
繰りが困難と聞いたため、市で
は事業運用資金貸付金の交付準
備を進めていた。③平成 29年度
の監査報告を踏まえ、例年一括
交付を行っていた補助金につい
て、県内他市町の交付方法に関
する情報収集を行った。その結
果、2 から 6 回の分割交付が多
数であり、今年度から国に準じ
3 回の分割交付が適当であると
判断した。

1 件である。これらは家庭や親
族、近隣住民や知人から市へ相
談されることが特に多い。②子
育てについて相談できる人がい
ない等、孤立感から児童虐待に
つながるケースが多いと考える。
③養育困難家庭への地域での見
守り支援、また、市内関係機関
27団体の代表者会議、実務者会
議、個別ケース検討会議の 3層
構造によるネットワーク体制を
とりサポートしている。④子育
て支援の充実、積極的な啓発活
動等を行い、関係機関との連携
を密に地域での見守り支援を進
めていきたい。また、児童虐待
の防止、早期発見、早期対応の
窓口を担う子ども家庭総合支援
拠点の準備に向け、今年度当初
より検討を進めている。

生沼　繁　議員

秋山　政明　議員

児童虐待について

シルバー人材センターに対する
古河市の行政支援について
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問　市内の水道業者と古河市が
結んだ水道工事の契約において、
市の建設工事規則では落札日か
ら 7日以内に契約締結をしなけ
ればならないが、違反があり 20
日も遅れた。2 年間公共工事実
績がなく、保証会社の審査に時
間を要したが、市は今後の業者
育成の観点から配慮をした。し
かし、提出すべき書類が提出さ
れないなどの不誠実な対応につ
いてどのように考えているか伺

問　特別会計の中で予算が最大
規模の当会計は、やり方によっ
ては歳出を減らし、法定外繰入
金を抑制することができる。私
は前回の選挙でジェネリック医
薬品の使用促進と特定健診受診
率の向上で繰入金の減額をし、
浮いた分を他の予算に充てると
市民の皆様にお約束した。そこ
で、①ジェネリック医薬品への
切り替えの推移②ジェネリック
医薬品への切り替えによる法定

う。工事遅延を起こし、その違
約金が22,033 円では低すぎる。
針谷市長の考えを伺う。

答（市長）違約金等は規則にの
っとり請求し、ペナルティとし
て90日の指名停止処分を行った。
答（総務部長兼危機管理監）提
出書類等について、何回か連絡
をし、催促をした経過がある。
なるべく早く契約をするように
とのこちらの依頼に対し、実行
が 20日間遅れたことは、残念で
ある。

外繰入金減少の推移③ジェネリ
ック医薬品に切り替えた場合の
効果額について平成 29 年度ま
での 4年間の合計額④特定健診
受診率向上への取り組み⑤特定
健診受診率の推移について伺う。

答（生活安全部長）①平成 26
年 度 は 59.8 ％、27 年 度 は
62.96％、28年度は 70.86％、29
年度は 74.85％で継続的な切り
替えに努めている。②平成26年
度は 5億 8,519 万円、27 年度は
11億 5,832 万円、28年度は 7億
9,814万円、29年度は4億2,776
万円であり、医療費抑制につな
がっている。③ジュネリック医
薬品への切り替え削減効果額は
4 年間で合計約 6,450 万円であ
る。④平成 30年度は集団健診会
場を 2カ所増設し、また特定健

問　審議会、運営協議会などの
報告書には一番肝心な議論の内
容が掲載されておらず、詳しい
内容が市民に伝わらない。市民
が見て分かりやすいよう、どん
な意見・議論を経て結論が出た
のかを掲載するよう、改善すべ
きではないか。

答（総務部長兼危機管理監）審
議会の組織の概要および会議結
果の概要を市ホームページに掲
載し、審議会等の運営の透明性
の確保に努めている。より市民
に分かりやすく、詳細な情報が
提供できるよう、今後積極的に
取り組んでいきたい。

診未受診者への受診勧奨通知の
送付、人間ドック費用の一部助
成等を実施している。⑤平成
26 年度は 30.7％、27 年度は
31.0％、28 年度は 32.1％、29
年度は 32.3％で微増ながら上向
いている。さまざまな事業を積
極的に取り組み、国保財政の安
定化に努めている。

≪その他の質問≫
・文部科学省実証実験について
・期日前投票所について
・仁連地区新産業用地について

秋庭　繁　議員

落合　康之　議員

国民健康保険特別会計について

入札制度のあり方について

情報公開について


